和光市総合体育館及び和光市運動場の官民連携事業による
大規模改修等に関するサウンディング型市場調査の結果について

令和8年７月２８日
和光市教育委員会事務局
スポーツ青少年課

和光市総合体育館および運動場は、老朽化が進行しており大規模改修が不可欠ですが、市の厳しい財政状況から単年度の多額の支出は困難な実情にあります。そこで、官民連携による大規模改修や効果的な管理運営手法を検討するため、民間事業者の参加意向や市場動向を把握するサウンディング型市場調査を実施しましたので、結果を公表致します。

1. 実施スケジュール
	内容
	実施時期

	実施要領の公表
	令和8年4月13日（月）

	質問の受付
	令和8年4月13日（月）～5月29日（金）

	質問への回答
	質問の受付から概ね7日以内（随時）

	現地説明会の参加受付
	令和8年4月13日（月）～5月13日（水）

	現地説明会の実施
	令和8年5月22日（金）

	サウンディングの参加受付
	令和8年5月25日（月）～6月　3日（水）

	サウンディングの実施
	令和8年6月15日（月）～6月26日（金）



2. 実施結果　（参加事業者　　１２事業社）
～主な意見や提案～

【和光市総合体育館】
（1） 大規模改修や管理運営の手法に関する提案（事業内容、想定事業費、スケジュールなど）
〇管理運営の手法についての様々な意見
・工事は最低限の予算にして、運営の充実に費用を充てられるようにするべき。
・総合体育館単体ではなく、地域一体でのエリアマネジメントの展開を行うべき。
・改修だけではなく、新たな付加価値をつけたり、コンセプトの変更を行ったりしたほうが、市民は納得するのではないか。市民が集まる場所になるよう、積極的な投資を行うべき。

〇事業内容、想定事業費、スケジュールなどについての意見のまとめ（※同じ意見が多かったため）
・サービス購入料を含めた総事業費３０億程度の規模であればPFI（RO）を検討する価値はある。それ以下の金額ならば、DBOや従来型の発注を希望する事業者が多かった。
・指定管理も含めたPFIの場合には、指定管理期間は１５年程度が望ましい。２０年になると、また大規模改修の時期を迎えてしまうからだ。DBOや従来型の場合には、指定管理は別に考え、５年程度が妥当ではないか。
・指定管理期間が５年だと、修繕は事後保全となり、予防保全へ取り組みにくい現状が想定される。１５年程度の指定管理なら予防的修繕にも取り組むので結果として修繕費を抑えることにつながるのではないか。
・想定事業費については、劣化調査などを経て市が修繕箇所を決めるまでは、事業者としては想定が難しい。また、改修を通した付加価値の内容により、事業費が変わってくる。

（2） 民間事業者のノウハウを活用した、対象施設の市民サービス向上に関する提案
〇カフェについて
・施設内で、独立で採算を取ることは難しい。施設外であればPark-PFI手法の検討の余地がある。
・病院の中にあるような小さなコンビニや、カフェマシーンなど、無人で対応できるものであれば検討の余地はあるのではないか。
・キッチンスペースの有料での貸し出しを行い、単発で飲食の販売を行ってもらう。
・ママが休めるカフェ＋遊び場
・犬と共に休めるカフェ

〇その他の提案
・幅広い世代の市民が参加できるレッスンプログラムの提供
・新たな子育て拠点として、子供の遊び場や託児所をつくってはどうか。
・最新デジタル技術を融合したスポーツや遊び空間の構築。
・トレーニングマシンの刷新、および初心者向け器具等の導入による利用ハードルの低減。
・和光市全体のスポーツ拠点として、地域主体による一体的な賑わいを創出する。
・コミュニケーション能力の向上が期待できる「eスポーツ」の導入
・勉強や作業、読書ができるスペースの整備・拡充
・スポーツグッズ等の物販店の新設
・音響装置などを入れてスタジオをつくる。
・アーバンスポーツやパラスポーツの導入。
・AIトレーニングマシーンの導入

（3） 経費削減や歳入増加につながる具体的な提案
〇経費削減
・ZEB化（ガラスを変える、エネルギーマネジメントを行うなど）
・ICTの活用による人員削減、業務効率化による経費節減
・室内遊び場の設置により利用者を増やし、指定管理料金の削減につなげる。
・和光市全体の利用者を増やし、介護予防へとつなげ、医療費削減につなげる。
・支払いのクレジット化
・和光市の複数施設を包括管理することで、管理業務の効率化と経費削減を推進する。

〇歳入増加
・補助金活用
・スポーツ教室・健康増進事業の充実・施設稼働率向上による利用料金収入の増加
・貸しスペースにテナントを入れ、賃料を取る。そのために規制を緩和してほしい。
・物価上昇なども考えた公共料金の見直しを行う。
・ネーミングライツを募集する。
・スポーツツーリズム・大会誘致

（４）民間事業者の参画促進につながる公募条件（応募資格、審査方法、条件など）
・改修工事後の修繕範囲を改修部分のみへ限定
（想定外の設備不具合等により改修部分以外の修繕費の増加が無制限に生じるリスクを回避する観点）
・審査方法については価格よりも技術力や提案内容を評価してもらいたい。
・同種施設の改修事業実績を評価してもらいたい。
・指定管理料については、人件費の物価上昇などがあるので、毎年、物価スライドや最低賃金上昇率等を加味して指定管理料の見直しを行ってほしい。
・物価上昇や運営上のリスクについて、事業者と市側のリスク分担を公平になるようにすること。
・指定管理者が利益として黒字が出た場合に、プラス分を返還するのではなく、市民サービスに当てるようにしたほうがよいのではないか。
・自主事業の自由度を確保し、民間事業者がスポーツ教室、健康事業、イベント、を柔軟に実施できる環境を整備してほしい。
・長期契約期間に対応した予算措置を明確化してほしい。

（５）対象施設を含めた市内スポーツ施設の包括的な管理運営の可能性
・改修事業においては、体育館のような室内の修繕と、運動場のような屋外施設の修繕とは別物なので、修繕を包括的に行うメリットは少ない。
・維持管理運営においては、総合児童センター・市民プール・アーバンアクア公園・和光市運動場などとの包括的管理が可能と回答した事業者が多かった。

（6）上記のほか、事業実施における検討課題など
・予想を超える物価上昇により、事業がストップする事案が他自治体でも頻発しているので、そうならないよう、十分な予算検討を行ってもらいたい。
・建設物価の上昇は今後も継続する可能性が高い。事業予算の継続的な見直しや契約条件においてもスライド条項の緩和などを行ってもらいたい。
・最新の調査に基づく十分な予算確保と予算根拠の提示を行ってもらいたい。
・事業公募の際には施工図面、竣工図等の建設・設計図書をデータにて開示してもらいたい。
・元設計、元施工事業者、現在の指定管理者との情報格差の是正に向け、十分な情報開示を行ってもらいたい。
・数か所確認されている雨漏り箇所について、原因疎明を行ってもらいたい。
・アスベスト・耐震診断調査・配管・配線類の劣化診断調査を行ってもらいたい。

【和光市運動場】

（1） 大規模改修や管理運営の手法に関する提案（事業内容、想定事業費、スケジュールなど）

・商業とスポーツとを合わせた複合的な施設を建設すること。
・大規模改修から長期的な管理運営までを一括最適化し、ライフサイクルコストを削減するため、PFI方式（BTOまたはBT＋指定管理）の採用を推奨。

（２）民間事業者のノウハウを活用した、対象施設の市民サービス向上に関する提案
・商業施設を作れば、買い物に来た方がスポーツに触れるきっかけをつくることにつながる。
・スケートボードパークやピックルボールなど、ニュースポーツの環境創出を行う。

（３）経費削減や歳入増加につながる具体的な提案
・市内スポーツ施設を一体的に包括管理することで、人件費および物資費を削減する。
・ナイター営業を導入する。
・市民ニーズに合わせたスポーツ教室などの自主事業を開催する。
・野球場については、利用のない時間帯に軽スポーツ、地域イベントなど、多目的に活用する。

（４）民間事業者の参画促進につながる公募条件（応募資格、審査方法、条件など）
・土地の一部賃借があること。

（５）対象施設を含めた市内スポーツ施設の包括的な管理運営の可能性
・施設による。
・改修事業においては、体育館のような室内の修繕と、運動場のような屋外施設の修繕とは別物なので、修繕を包括的に行うメリットは少ない。

（6）上記のほか、事業実施における検討課題など
・用途地域指定に向けた手続きを進めてほしい。

３．総括
今回のサウンディング調査を通じて、多くの民間事業者が和光市総合体育館の大規模改修事業に対して、高い関心を示していることが分かりました。一方で、昨今の物価高騰への対応や、官民の適切なリスク分担の明確化など、事業者側が安心して事業に参画できるための条件整備が必要不可欠であるという多数の意見もいただきました。
今後のスケジュール等につきましては、本市の公共施設マネジメント実行計画との整合を図りつつ、全庁的な視点で公共施設の改修に係る優先順位や適切な実施時期を検討してまいります。和光市総合体育館及び和光市運動場は、防災拠点としての役割や利用者の多さを鑑みても重要度が高く、また空調設備の更新や屋上防水改修など、早期に改修等の対策を講じる必要があると考えています。
事業化に向けた検討が本格化した際には、劣化調査や基本構想・基本計画の策定、PPP/PFI手法等の導入可能性調査（VFM評価など）を順次進め、事業手法等を決定してまいります。これらの調査や基本計画の策定等を経てからの事業者公募となるため、施工開始は、事業手法等の決定から3〜5年程度の期間を要することが見込まれます。
また、和光市総合体育館は令和9年度末で現在の指定管理期間が終了となります。そのため、令和10年度以降の施設の維持管理・運営方針の決定と並行して、今後の大規模改修のあり方を早急に整理していく必要があります。

今後は、関係各課と連携し、大規模改修の事業化に向けた検討を進めてまいります。事業化にあたっては、他自治体の先行事例や課題を研究し、事業者が適正なリスク評価のもとで参画できる事業スキームの構築や情報提供に努めてまいります。多額の費用を伴う重要な事業であるからこそ、市民ニーズを的確に捉え、より多くの市民に親しまれ、有効活用される施設の実現に向けて尽力してまいります。

